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△残業時の食事代

Q :当社は3月が決算期で、その時期には
経理部の職員は連日残業をしています。その

際、全員に夕食を支給していますが、このよ

うに連日残業している場合に支給する食事に

ついては、給与として課税する必要があるの

でしょうか。

A:連日残業しているかどうかは関係なく、

通常の勤務時間外のものであれば、課税する

必要はありません。

【解説】

会社が、残業や宿日直をした人（その人の

通常の勤務時間外における勤務に限ります）

に対し、これらの勤務に伴い支給する食事に

ついては、課税しなくてもよいことになって

います。

これは、通常の勤務時間以外における勤務

によって支給を受けるものであり、これらの

勤務に伴う実費弁償的性質を有している点を

考慮してのものです。

ご質間のように、たとえ連日残業をしてい

ても、その勤務がその人の通常の勤務時間外

のものであれば、この食事の支給による経済

的利益については課税する必要はありません。

連日残業しているかどうかは、課税上特に関

係はないわけです。

ちなみに、食事に代わる現金支給について

は、給与として課税されることになりますの

で注意してください◎
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